
事業目的・概要 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

省エネルギーに資する機器等導入事業への投資に対する融資を、
利子補給となる補助金を交付することにより低利にすることで、各
部門における省エネルギー投資を促進し、2030年度におけるエ
ネルギー需給の見通しにおいて見込む省エネ量の実現に寄与す
ることを目的とする。

成果目標・事業期間

（１）省エネルギー設備投資利子補給金助成事業費

2030年度におけるエネルギー需給の見通しにおける産業部門・
業務部門の省エネ対策（2,700万kl程度）中、省エネ設備投
資を中心とする対策の実施を促進し、本予算事業による効果も
含めて、省エネ量2,155万klの達成を目指す。

（２）エネルギー使用合理化特定設備等資金利子補給金

本事業により平成14年度から令和12年度にかけて28,582kL
（原油換算値）の省エネ量（推計値）を達成する。

事業概要

（１）省エネルギー設備投資利子補給金助成事業費

省エネ設備の新規導入や、省エネ取組のモデルケースとなり得る
事業等に対して支援を行い、資金調達が障壁になり二の足を踏
んでいる事業者の省エネ投資を促進する。

具体的には、新設事業所における省エネ設備の新設、既設事
業所における省エネ設備の新設・増設に加え、物流拠点の集約
化に係る設備導入、エネルギーマネジメントシステム導入等による
ソフト面での省エネ取組に際し、指定金融機関（民間金融機関
等）から融資を受ける事業者に対して利子補給を行う。

（２）エネルギー使用合理化特定設備等資金利子補給金

省エネルギー効果の高い特定高性能エネルギー消費設備（高
性能工業炉及び高性能ボイラー）の導入を促進するため、これ
らの設備の設置に必要な資金の貸し付け（平成28年度まで）
を行った日本政策金融公庫に対して利子補給を行う。

省エネルギー設備投資利子補給金助成事業費
令和7年度予算案額 13億円（13億円）
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